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2C8 テクノポリスの 地域経済開発への 影響評価 

権 田 令 治 ( 東京電機大学 ) , 

0 京極 政宏 ( 日本システム 開発研究所 ) 

几 はじめに 

現在、 我が国の産業立地は 東京圏を中心 

して名古屋圏、 大阪圏などの 大都市圏に集 
している。 このような状況の 中で、 産業の 

正配置を通じて 国土全域の均衡あ る発展の 
現を目的として、 拠点開発による 工業集積 

策 ( 昭和 30 年～ 40 年 ) 、 工業再配置政策 ( 

和 50 年代 ) 、 テクノポリス 政策 ( 昭和 50 年 

後半 ) 等の政策が施行された ( 表 1 一 1 ) 

この中で、 昭和 50 年代後半に打ち 出された 

クノポリス 法 ( 高度技術工業集積地域開発 
進法 ) の背景としては、 賃金高や円高等に 
8 国内での生産コストの 増加により、 生産 

ストの低減を 図るため、 海外に生産機能を 

フト する企業もみられるようになり、 産業 
造の変化に伴ったさらなる 調整の必要性か 

ら 生まれた政策であ った。 

今後の産業構造は、 技術革新・情報化の 
進展に伴い、 経済活動のソフト 化・サービ 

ス化の急速な 進展が見込まれることから、 

産業の高度化のためにも 技術開発研究所や 
情報サービス 等の強化・育成が 必要となっ 
ている。 しかしながら、 前述にあ るように 

数々の産業立地政策とは 裏 腹 に、 現在この 
よづな 高度技術工業は 大都市圏 ( 特に東京 

圏 ) に集中している。 その結果、 産業や人 
ロ等の大都市への 百集中の兆候がみられ、 
地方都市においては 知的な労働機会の 喪失 

地方経済の空洞化等の 懸念が著しく 高くな 
っている。 これらの状況を 是正するために 

テクノポリス 法が施行され、 現在、 図 1 一 

1 に示すように 全国で 26 ケ 所がその指定を 

受け開発を行っている。 
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図 1 一 1  テクノポリス 指定地域 
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m. 地域経済活動の 実態 

調査対象とした 地域は、 全国でテクノポリス 指定を受けている 26 ケ 所の中から、 

静岡県浜松テクノポリス 地域を選定した。 選定した理由は、 浜松テクノポリス 地 

域が東京から 300 ㎞県内で、 既に多くの産業が 立地しており、 新幹線や高速自動 

車道 ( 東名高速自動車道 ) 等の高速輸送網も 整備されているためであ る。 静岡県 

浜松テクノポリス 地域は 、 浜松市を母都市として 天竜市， 浜北市， 細江町， 引佐 

町 0 3 市 2 町で構成されている。 本調査の対象地域における 経済指標は、 第 2 次 

産業の現金給与総額， 原材料使用 額 ， 製造品出荷額， 組付加価値額の 4 指標であ 

る 。 以下にこれらの 4 指標の時系列動向を 図 3 一 1 ～ 4 に示す。 

Ⅲ現金給与総額の 時系列動向 
    

図 3 一 1 に示す現金給与総額 l976 年度 伍格を l00 とする 

の時系列動向は、 1976 ～ 1987 年 口口 浜北市 
ウづ 佃江 Ⅰ 

  
      

      
      

は 1982 年に一端漸減傾向になっ         Ⅰ             一ヱ " " -- Ⅰ @           
たが 1984 年を境に増加傾向に 転 ， 。 。     

  

じている。 19  8  4  年はテクノポリ   
l ヨ 6  lg 行 l 打 @  lg79  @ ③ 1 ㏄ @  @ ㏄ 2  1%  1 ㏄ 4  1%  l 期 1 ㏄ l 

ス 開発が開始された 年であ る。     寅 神 エ 珪俺 付表 

つまり、 いままで減少傾向であ 田 -@  現鉗罷 ぬの時 頼輌 

っ たものが、 テクノポリス 開発 
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によって増加傾向に 転じたもの 

と 考えられる。 引佐町では、 
  

l 抑 6 年度 仁拮を l00 とする 
  

1982 年から従業員数も 減少傾向 
  ノず -   

          - 」 ，ノ Ⅰ                       

              

  
きな要因の一 つ であ ると考え ろ "             

l976  l977  l9 字 8  197 Ⅰ 9  1980  1 ㏄ @  1982  19B33  1984t  l9B5  19 ㏄ 19%7 

れる。     宙甘           
(2) 原材料使用額の 時系列動向 甜 -2 % 湘醸 の 韓朋ぬ 

図 3 一 2 に原材料使用額の 時 

系列動向を示す。 原材料使用 額       

の 動向は 、 先の現金給与総額の       

時系列動向とほぼ 同様の動向と         
  

なっている。 この中で、 細江町 ） ヘ Ⅰ   
は他 4 市町に比べ極端な 増加傾           

向を示しており、 12 年間で約 4 丹 も   
倍 となっている。 浜松市、 浜北       

市は 1985 年以降わずか づっ であ       

るが減少傾向を 示している。 細   

江 町における事業所数はこの l 阿 6  l977  l 打 8  @ 打 19  @9B0  l ㏄ @  l9B2  l9B3  @ ㏄ 4  l985  l986  l 辮 

      
12 年間でほぼ一定であ った。 つ 

即 -3  挺 造 晶出 m806 系列動向 

まり、 それぞれの事業所の 規模 

が 拡大したと考えられる。 

(3) 製造品出荷額の 時系列動向 
  

l97G 年度 肛格を l00 とする   

    
  

ウづ 佃江曲   

      
    

の 動向は先の原材料使用額の 時 さ， 。 。       
系列動向とほぼ 同様の動向とな 憶却     
っている。 この中で、 引佐町が 丑 + も     

      テクノポリス 開発を境に増加傾           
向 に転じていることが 認められ " 。 メキ モて 

                                      Ⅰ "-- イ                   
た 。 引佐町においてもこの 12 年 ，。 

間 に事業所数の 極端な増加はみ 
1976@ 1977@ 1978@ 1979@ 1980@ 1981@ 1982@ 1983@ 1984@ 1985@ 1986@ 1987 

    "" "" 挽材 " 

られず、 各事業所の規模が 拡大 甜 -4  6 伽耶傾の時系列 ぬ向 

したと推定できる。 また、 母都 

市 であ る浜松市及び 浜北市では、 1987 年度に双年度より 製造品出荷額が 減少し 

ていることが 認められた。 
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(4) 粗付加価値額の 時系列動向 

図 3 一 4 に 粗け 加価値額の時系列動向を 示す。 粗付加価値額の 動向も、 他指 

標 と同様の動向となって．いる。 この中で、 引佐町がテクノポリス 開発を境に増 

加傾向に転じているのが 認められた。 また 母 都市であ る浜松市は 1986 年度から   

また浜北市では 1985 年度から減少傾向となっている。 

W. 地域経済活動の 評価   
地域産業活動の 評価計算は、 相互に相関のあ る多くの特性値を 同時に考慮して 

フ十 " 一 タ分析を行 う重 回帰分析を行った。 重 回帰分析に使用したデータは 先に示し 

た 現金給与総額， 原材料 使 m 額 ， 製造品出荷額， 粗付加価値額の 4 指標であ る。 

評価計算は図 4 一 1 に示す ょ うなモデルにて 行った。 図中の初年度データ 
(A 。 ) から前年度データ (A,) までの 4 指標のデータの 動向から 重 回帰分析によ 

って計算を行い、 重 回帰式を得る。 得られた 童 回帰 式 に本年度データ (A,) を 入 

力し 、 本年度の評価結果を 求める。 続いて、 初年度データ (Ao) から前年度 デ一 

タ (A,) までの指標で 重回帰分析を 行い、 得られた 童 回帰式から本年度データ 
(A,) を人力し本年度の 評価結果を得る。 これを順次操り 返し 1981 年から 1987 年 

までの地域経済活動の 評価計算を行った。 また、 本 評価との比較を 行 う ため、 テ 

クノポリス指定地域 ( 静岡県浜松テクノポリス ) 以外の地域産業活動の 評価計算 
を 行った。 比較地域には、 静岡県内のテクノポリス 指定を受けなかった 市町及び 

静岡県と同レベルの 産業規模を持つ 埼玉県の市町から 選定した。 選定においては、 
計算においてのデータの 特性から、 各行政区域における 産業別就業比率を 基準と 

した。 さらに、 これら対象地域全ての 基準として全国データも 同時に計算を 行っ 

ナ，ヒ O 

実際の評価については、 全国のデータから 求めた計算結果を 基準とし、 各地域 

( テクノポリス 地域及び比較地域 ) がその基準値に 比べてどのような 動向になっ 

ているのかを 整理する。 その結果からテクノポリス 地域と比較地域を 比較するこ 
とによって、 テクノポリス 開発が地域に 与えた 影 轄を考察する。 

(1) テクノポリス 指定地域 ( 静岡県 ) 

図 4 一 2 に全国を基準とした テ高   評価 拮某 

クノポリス指定地域の 評価結果を T 

示す。 テクノポリスの 指定を受け 産 

たのが 1984 年であ る。 その前後の哲 

評価結果をみると、 1983 年度に基音 
準 値を上回っている 地区は浜松市内 
天竜市， 細江町であ った。 1983 年 

  

値は双年度より 低くなっている。 
1984 年度の評価値で 1 を 上回って           

年 Ⅱ 
  

い る地区は天竜市と 細江町だけで 

あ った。 しかし、 1984 年度を境に 剛 -1 朋麒鵠 の 帥 モデル 
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細江町を除く 4 地区で評価値は 高 

くなった。 

(2) 同県内比較地域 ( 静岡県 ) 

図 4 一 3 に全国を基準とした 同 

県内テクノポリス 指定以覚の地域 提 

の 評価結果を示す。 この結果から 

各市町とも変動が 大きいことがわ 

かる。 特に川根町では、 1981 年 か 

ら 1983 年まで評価結果は 大きく， 伸     

びているが、 1983 年度を境に評価   

値は急 、 激に低下している。 また、 棚 @  @%  1%  l 鰍 l%  l%  lW 

  
1987 年度の評価値は 川根町を除 い 

  

図 4-2  全国をスタンダ、 ド にした 訂は果 
た 4 地区で 1 を 下回った。 。 " 。 '" 。 " 。 定地 牡 ' 

(3) 他県比較地域 ( 埼玉県 )   
図 4 一 4 に全国を基準とした 他 

県 比較地域の評価結果を 示す。 こ   

の 結果から、 先の結果の比べて 評   

価値の変動が 少なく、 ほぼ基準に埋 

  
から 1984 年にかけて評価値が 高く 

なっている。 1987 年度で基準を 下     

回っている地区は 越生町を除いた   

4 地区であ った。 
1 ㏄ @  l982  @983  l9844  l985  l986  l 期 

    
前記にあ る図 4 一 2 ～ 4 までの 結 

即 -3  軸をスタンダ・ ド にした 許撒 
果 より、 テクノポリス 指定地域と他 (HrtT@@@@P'J@@fltiEltWo 

比較地域を比べると、 テクノポリス 
  

開発が始まった 次年度の 1985 年度に 

はいままで減少傾向であ った評価値       

が 増加傾向に転じており、 テクノポ 
  

Ⅰ ス 開発が地域の 産業に寄与したこ 型 

とが認められる。 しかし、 他地域と         

比較してみると、 必ずしも評価値は 詰 
  

高くなく、 逆に低くなった 地区もあ 

る 0 このことから、 テクノポリス 指       

定地域では、 開発による地域への 効   

果は認められるものの、 他 比較地域 
l ㏄ @  @982  l983  l984  @9B5  @986  l 鯨 

    
を 超えるまでに 至っていないという 

即 -4  如をスル 丹沖 し 塀 Ⅰ 糠 
結果となった。 。 """" 牡 ' 
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V. まとめ 

本研究をまとめると 以下に示すようになる。 

Ⅲ地域産業活動の 評価において、 テクノポリス 指定地域をみると、 テクノポリス 

地域指定以後その 評価値が双年度より 高い値となり、 テクノポリス 開発が地場 

産業に寄与していることが 認められる。 しかし、 テクノポリス 指定地域と同県 

内 テクノポリス 指定以覚の地域及び 他県比較地域を 比べると、 テクノポリス 指 

定地域は必ずしも 評価値は高くなく、 テクノポリス 指定地域が著しく 飛躍した 

とは考えにくい。 

(2) 本研究で用いた 経済指標については ，、 さらなる検討が 必要と考えられる。 今回 

の研究では、 その評価結果は 得られたものの、 結果に対する 背後関係を明らか 

にすることができなかった。 したがって、 今後はこれらの 要因について 探究す 

る 必要があ ると考えられる。 
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